
調査報告書の提言に関するアンケート結果について 

 

１ 調査内容 

  調査報告書の提言「５ 人事制度の透明性の確保」、「７ ハラスメント遠因の除去」に

ついて、職員の声を反映させるためのアンケートを実施し、実現可能な改善策の提案

を求めました。そして各部局で、改善案を取りまとめたうえで提出していただきまし

た。  ※別紙「調査報告書の提言について（照会）」参照 

２ 実施期間 

  令和６年６月２０日(木)から７月１９日(金)まで。 

 

３ アンケート結果について 

  本結果は、改善案を「項目」に分類したうえで類似の内容を集約して「主な提案内容」

として取りまとめ、人事秘書課として、それに対する現在実施中の対応内容及び今後

実施予定の対応内容を「提案内容への対応」として掲載しました。 

 

４ 主な提案内容とその対応について 

 (1)「５ 人事制度の透明性の確保」 

項 目 主な提案内容 提案内容への対応 

職員配置・異

動 

 

・適材適所、予測可能性のある人事異動 

 

 

 

・自己申告書や、定員適正化ヒア

リング、各部長の部局内管理職の

人事案を参考に人事異動を行うよ

う、今後も努めていきます。 

・女性管理職への登用推進 

 

・男性と同様の基準を前提にしつ

つ、意識的に検討対象とします。 

・グループ内において、職位がバランスよ

く配置 

 

 

・バランスよく配置する点は重要

な考慮要素だと考えています。た

だし全てのグループにおいて主事

から補佐まで職位を配置するの

は、現実的に困難を伴いますが、

補佐、統括主任が複数にならない

ような配慮に努めています。 

・一定年数での異動（特に若手）サイクル

のルールづくり 

 

・若手(採用からおおよそ 10 年の

職員)は３～５年の異動サイクル

を基本とし、中堅職員以上はそれ

までの経験等に重きをおいて考慮

し、人事異動内容を検討していま

す。（※1） 

・職員数の増加を希望 

 

 

・現在は、令和５年３月に改訂し

た「定員適正化計画」に沿って職

員採用を行っています。 
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・異動の理由を付す 

 

 

・異動の理由を個々の職員毎に行

うことは現実的には困難です。し

かしながら説明の必要がある場合

には、所属長に異動についての考

え方を伝えています。 

・職員の希望等を中心とした異動 

 

・令和６年４月から、自己申告書

の記載内容を参考に人事異動を実

施しています。なお、人事異動は、

職員の希望のほか、職員の育成、

効率的・効果的な組織運営の観点

等を総合的に考慮して行っている

点はご理解願います。（※2） 

ヒアリング・

面談 

・管理職と人事秘書課とのヒアリングを行

う 

 

・毎年 12月頃に、課長より、定員

適正化ヒアリングの申し出があっ

た場合には、調査票に基づきヒア

リングを行うほか、それ以外の機

会でも随時ヒアリングを行ってい

ます。 

・申し出により人事秘書課とのヒアリング

を可能とする 

・随時、人事秘書課において相談

を受け付けています。 

・目標管理面談等で日頃から職員の意向を

確認する 

・職員の適正を見極め、育成方針を伝える 

・日頃から管理職との面談を増やし、コミ

ュニケーションを図り、信頼関係を築く 

・令和７年４月９日に開催される

部課長連絡会議で、部課長に左の

内容を伝え、より意識して対応す

るよう周知します。 

キャリアパス ・自己申告書に替わるものとして、自身の

キャリアパスを作成 

・キャリアアンケートや本人の意向調査の

実施 

・育成方針や計画を示す 

・学習したい事や興味ある事をオープンに

する 

・自己申告書の項目に、自身のキ

ャリアパス等についても記載でき

るように、見直しを行っていきま

す。（※3） 

部長の権限強

化 

 

 

 

・部内マネジメントとして、部内非管理職

の配置は部長権限で行えるようにする 

・令和７年度からは、部長が部内

の管理職以外の職員配置について

異動案を作成し、人事課長へ報告、

相談することができる仕組みを実

施していきます。 



 ・自己申告書を所属部長に提出、部長から

課長へ内容を共有 

 

 

・部課長へ内容を共有することに

ついて、自己申告書に、「所属長へ

の伝達の希望の有無」欄を設け、

希望があれば共有できるようにし

たり、フィードバックの在り方な

ど、自己申告書の見直しを行って

いきます。（※4） 

・人事異動案の検討に部長の意見を反映さ

せる 

 

 

 

 

・令和６年12月に各部長に部局内

管理職の人事案の照会を実施しま

した。令和７年度からは、部長が

部内の管理職以外の職員配置につ

いて異動案を作成し、人事課長へ

報告、相談することができる仕組

みを実施していきます。（※5） 

・市民病院医療職の人事の決定は課長級以

上がする 

・市民病院へお伝えします。 

自己申告書 ・おざなりにすることなく対応する 

 

 

・令和６年４月から、人事異動に

際して、直近の自己申告書の記載

内容及び、過去の自己申告書の記

載内容も参考として考慮するよう

にし、自己申告書の取扱いに一定

の重きを置く運用としました。 

（※2）参照 

・時節に適するよう見直しに努める 

・制度が形骸化しないようにする 

 

・制度が形骸化することがないよ

う、自己申告書の実施方法・記載

内容などにつき、随時、見直しを

行っていきます。（※3.4）参照 

・意向調査を実施する（市民病院） ・市民病院へお伝えします。 

異動に係る処

理・人事情報

の効率的管理 

・システム化 

・タレントマネジメントシステム導入の検

討 

・先行自治体の取り組みを研究し

て導入について検討していきま

す。 

人 事 考 課 制

度・評価・評価

基準・ 

・評価基準やプロセスを理解できるような

ガイドライン作成 

・評価基準、方法を明確にする 

・人事考課の手引きに、左記の点

についておおむね記載があります

ので、まずはそちらを参考にして

ください。 

・多面評価、上司評価制度の導入 

  

・人事課において、導入自治体の

取り組みを研究し、効果を検証し

た上で、導入について検討してい

きます。 
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ハラスメント ・ハラスメント相談を特定の人しか見られ

ないようにする（アドレス方法の検討） 

 

 

・相談内容を特定の人しか見られ

ないようにするため、専用アドレ

スの運用についてシステム上の制

約も考慮しつつ検討していきま

す。 

・被害者の保護と通常復帰までの支援を明

確にする 

  

 

 

 

 

 

・ハラスメント相談については、

被害者保護の観点から秘密保持の

規定を条例に設けています。また、

案件に応じた対処が異なるため、

必要に応じて産業医面接等に繋げ

るなど、被害者の方に寄り添った

支援をしていきます。 

・懲戒処分に当たる場合があることを行為

者に理解させるような取組みの充実と制度

化 

・令和７年度４月１日施行のハラ

スメント防止条例第１２条２号に

おいて、懲戒処分がありうること

を明文化しました。 

その他 ・第三者委員会の提言の内容を真摯に受け

止め、出来ることを実行する 

 

・令和６年度より、第三者委員会

の調査報告書の提言の内容に従

い、職場環境改善対策案策定委員

会等での審議をもとに、実施でき

る対策から順次対応していきま

す。 

・アンケートの際の記名方式の排除 

 

・記名方式を完全に排除するので

はなく、アンケート毎にその性質

や内容を考慮して、記名の要否を

決定していきます。 

・異動の発表時期をもう少し早めにする ・令和６年７月の異動から、内示

の発表時期を５日ほど早めていま

す。 

 

(2)「７ ハラスメント遠因の除去」 

項 目 主な提案内容 提案内容への対応 

人事と秘書の

分離 

・人事秘書課を人事と秘書に分離する 

 

・令和７年４月から、人事秘書課

を人事と秘書に分離することにし

ました。 

・ハラスメント相談窓口の所管を総務デジ

タル課へ移管（相談しやすい体制） 

・令和７年４月から、総務デジタ

ル課においてハラスメント相談業

務を所管します。 



文書での引継

ぎ・ 

マニュアル作

成 

・文書での引継ぎ、適切な引継書の作成 

・目標管理の一つの項目として業務の見え

る化(引継書の作成)を年間業務とする 

・評価項目に明記し、面談時の成果物とし

て提出する等の仕組み作り 

・課内の業務ローテ 

・ジョブ･クラフティング提案制度(年間業

務ｽｹｼﾞｭｰﾙ作成)活用 

・引継ぎのマニュアル化徹底、業務マニュ

アル作成、日常的なマニュアルの見直し、

更新の徹底 

・第三者委員会の調査報告書の中

で「仕事の見える化、仕事の引き

継ぎに対する思いやり」が指摘さ

れ、「マニュアル等を作成し、業務

内容を見える化して引き継ぐこ

と、他人が関与できるようにする

ことは重要」と記載されています。

令和６年４月異動の内示の際から

お伝えしておりますが、「年間業務

スケジュール」の積極的活用をお

願いしております。 

職員配置・増

員・柔軟な異

動の実施 

・産休、育休補充、引継ぎのための重複配

置 

・産休、育休代替の正規職員化 

・他市町村の事例を参考に調査・

検討していきます。 

・能力差で業務に支障があるなら部課長が

配置やフォローアップを検討する仕組み作

り 

・会計年度任用職員の柔軟(一括)配置、繁

忙課への臨機応変対応、閑散期のある業務

への振り分け 

・令和７年度から、部内のマネジ

メントとして部長権限で対応でき

る仕組みを実施していきます。 

（※5）参照 

 

 

・異動サイクルの設定、定期的な異動 

 

 

・若手(採用からおおよそ 10 年の

職員)は３～５年の異動サイクル

を基本とし、中堅職員以上はそれ

までの経験等に重きをおいて考慮

し、人事異動内容を検討していま

す。（※1）参照 

・中途や社会人採用を積極的に行う 

 

・毎年、民間企業等経験者の募集

を行い、採用実績があります。 

過去３年間の実績は以下のとお

りです。 

令和６年度採用１人 

令和５年度採用０人 

令和４年度採用２人 

・ハラスメントが予想される場合の異動実

施 

・事実関係を調査し、ハラスメン

トの事実があった場合は、必要に

応じて異動を行います。 

ＤＸ ・ＤＸの活用のため、ＤＸ担当(養成)が業

務見直しや業務ＤＸ化のアドバイスをする 

・ＤＸ設備投資、外部委託、電子決済の導

入、LINE WORKS の導入、作業の自動化・シ

ステム化 

・各課において、ＤＸ担当者を明

確にした上で、各課のＤＸ担当を

はじめ、課内において現場に応じ

た業務見直し、ＤＸ化を検討して

もらいます。そのためにも「ＤＸ
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化は業務負担の軽減につながる」

という共通認識を持っていただく

ことが必要だと考えています。 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ・定期的に上司と話し合いができる場を整

える 

・双方の話を聞く、相手を思いやり、相手

の気持ちに共感する 

・グループ員のメンタル状況の把握 

・タスクシェア、タスクシフトで業務を見

直し、話し合いを重ね、協力して実行する 

・ありがとうや労いの言葉を意図的にかけ

る、褒める 

・管理監督者からも声をかける 

・管理職、中間管理職のコミュニ

ケーション研修の実施を検討して

いきます。また、管理職、中間管

理職に対し、コミュニケーション

不足がハラスメントを招きやすい

ことを、十分に理解いただく機会

を設けるよう努めます。 

業務の整理、

明確化 

・業務を簡潔にすると余裕を持って仕事が

できる 

・改善案の提案、業務量や業務内容の見え

る化 

・業務増と簡素化できるものの同時見直し 

・業務に優先順位をつける、時期をずらす

等柔軟に対応する 

・マニュアル、手順書等を定期的に整理し

見える化 

・人に頼る習慣や体制をなくす 

・部門間の協力体制の強化 

・業務フローの簡素化、仕事のや

り方の見直し等について、引き続

き内示の際に周知していきます。 

研修 ・ハラスメント研修、アンガーコントロー

ル研修の実施 

・管理職、中間管理職のコミュニケーショ

ン研修 

・リスペクトトレーニング 

 ・令和７年度のハラスメント関連

の研修内容案として検討していき

ます。 

相談窓口 ・外部相談窓口の周知 

 

・庁内通知、ホームページで周知

しています。 

・市民病院内にもハラスメント相談窓口を

設置、メールで院内に訴える場所、臨床心

理士の活用 

・市民病院へお伝えします。 

カスハラ対応 ・カスハラ対応・防止対策 

  

・愛知県の条例制定の動向及び内

容を注視していきます。 

人事部局の対

応 

・普段から各課状況や問題点の把握に努め

る 

・現時点でも、各部長や課長から

直接意見等を聞くよう努めており

ますが、引き続き把握に努めてい

きます。 



・提言の実行 ・第三者委員会の調査報告書の提

言の内容に従い、実施できるもの

から順次対応しています。 

その他 ・議員の度を越した依頼の禁止 

 

 

・ハラスメント防止条例を制定し

ました。今後は、議員が条例内容

を十分に意識していただけるよ

う、議会事務局と協議を続けてい

きたいと考えます。 

・廊下に監視カメラ設置 

 

 

・職員及び来庁者の安全確保の観

点から、早期設置が必要であると

考えています。 

・ハラスメントの実態調査を定期的に行う 

 

 

・令和７年度は 11 月頃、モニタリ

ング（アンケート調査）を実施す

る予定です。また、それを継続的

に実施していくことも検討してい

ます。 

・外線電話の録音、名札変更(写真、フルネ

ーム無) 

・外線電話の録音は令和７年３月

から、名札変更は令和６年８月か

ら実施しています。 

・各担当課の市長送迎の廃止 ・令和７年度予算において、市長

の送迎業務を担う職員の人件費を

計上しました。 
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